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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 18,514,760 22,914,999 24,230,556 39,350,851 43,694,029

経常利益（千円） 546,486 766,402 623,128 1,216,379 1,397,806

中間（当期）純利益（千円） 311,502 444,720 358,193 657,832 809,593

持分法を適用した場合の投資
損益（千円） 

9,724 1,864 3,229 13,406 2,947

資本金（千円） 4,800,338 4,800,338 4,800,338 4,800,338 4,800,338

発行済株式総数（千株） 17,932 17,932 17,932 17,932 17,932

純資産額（千円） 13,384,054 14,719,330 15,144,866 13,756,691 15,068,693

総資産額（千円） 19,367,695 24,237,764 25,963,206 21,522,983 24,022,620

１株当たり純資産額（円） 823.50 849.03 873.73 846.44 869.26

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

22.21 26.86 20.66 43.46 47.78

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 15.00 15.00

自己資本比率（％） 69.1 60.7 58.3 63.9 62.7

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△2,891,363 △2,446,158 △3,637,555 △3,307,193 △73,051

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

997 9,083 △12,205 △584,220 17,446

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

1,290,903 2,234,613 1,839,458 2,290,508 1,233,167

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

1,863,884 1,659,980 1,229,701 1,862,442 3,040,004

従業員数（人） 269 283 283 275 281



２【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、関連会社５社及びその他の関係会社１社により構成され、半導体、電子部

品、情報機器、ソフトウェアの販売を主たる業務としております。 

またユニダックス（ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ）ＰＴＥ ＬＴＤは当中間会計期間より関連会社となりました。 

各事業における取扱主要商品及び当社グループ各社の位置づけは、次のとおりであります。 

  

関連会社であるユニダックス エレクトロニクス ＬＴＤグループ（ユニダックスエレクトロニクスＬＴＤ及びその子会社である
ユニダックス（ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ）ＰＴＥ ＬＴＤ、ユニダックス（ＨＫ）ＬＴＤ、及びその他２社）は当社の取扱商品全般を
販売しております。 

  

 

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関連会社となりました。 

 （注） 議決権の所有割合の（ ）内は、ユニダックス エレクトロニクス ＬＴＤの所有割合で外数であります。 

 

(1) 半導体 主要商品 CPU、メモリー、特定用途向けIC、汎用IC 

(2) 電子部品 主要商品 ヒューズ、スイッチ、ノイズフィルター、通信用トランス 

(3) 情報機器 主要商品 マイコン開発支援装置、ワークステーション、バーコード機器 

(4) ソフトウェア 主要商品 パソコンオペレーティングソフト、３次元機械設計自動化ツール 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有
（被所有）割
合（％） 

関係内容 

ユニダックス （ＳＩＮ
ＧＡＰＯＲＥ）ＰＴＥ 
ＬＴＤ 

SINGAPORE
CREATIVE 
RESOURCE 

SGD 
100,000 

半導体、電子部品の輸出
入販売 

－
（100.0） 

アジア地域におけ
る当社取扱製品の
販売購入 
役員の兼任－無 



４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は安定しており、順調に推移しております。 

  

  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 283 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢の改善が個人消費を押し上げつつあり、景気は総じて回復基調で推

移しましたが、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速懸念、原油高、為替市場の変動などにより、先行き不透明感

が出てきております。 

当エレクトロニクス業界では、猛暑によるエアコン需要増大や地デジ対応テレビが普及期に入ったことなどにより、全体的には

好調を維持しております。 

当社でも、主力のカメラ付き携帯電話向けイメージセンサー及びメモリー製品を中心に販売が順調に推移しており、売上に寄与

いたしました。しかしながら、価格競争の激化や為替変動の影響などにより、利益額は減少致しました。 

その結果、売上高242億30百万円（前年同期比5.7％増）、経常利益6億23百万円（前年同期比18.7％減）、中間純利益3億58百万

円（前年同期比19.5％減）となりました。 

  

当中間会計期間の品種別の業績は以下の通りであります。 

＜半導体＞ 

半導体部門では、主力のカメラ付き携帯電話向けイメージセンサーが、比較的価格が高い高画素品にシフトしてきております。

また、メモリー製品についてはメモリーカードやパソコン向けなどの販売が順調に推移しており、売上に寄与しております。エア

コンに採用されている省エネ電源ICも、エアコン市場の好調も手伝い、堅調でした。 

その結果、売上高152億25百万円（前年同期比5.9％増）となりました。 

  

 ＜電子部品＞ 

電子部品部門では、家電など民生品に多く使用されている主力のヒューズや通信トランスの販売が好調ですが、価格競争や海外

移管の影響などにより、利益が低調傾向にあります。これを補うためにも、比較的高価格品の需要が多い産業機器向けの販売を拡

大してきております。 

その結果、売上高42億98百万円（前年同期比14.2％増）となりました。 

  

 ＜情報機器＞ 

情報機器部門では、バーコード機器類の販売は成長を続けておりますが、主力製品の一つであるメモリーカード類が、新機種へ

入れ替えの影響により一時的に売上が減少しております。 

その結果、売上高27億54百万円（前年同期比9.9％減）となりました。 

  

＜ソフトウェア＞ 

ソフトウェア部門では、オリジナルPC向けWindows Vistaの販売が伸びてきています。また、業務用ゲーム機器、病室ベッドモ

ニター・ポータブルナビなどの組み込み機器向けOSは市場が拡大していることもあり、順調に推移しております。 

その結果、売上高19億52百万円（前年同期比13.8％増）となりました。 

  

  

 (2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度と比較して18億10百万円減少し、12億

29百万円（前年同期比25.9％減）となりました。 

  

当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、営業活動の結果使用した資金は、36億37百万円（前年同期比48.7%増）となりました。 

これは主に、税引前中間純利益が6億23百万円（前年同期比18.8％減）と減少したこと、売上債権の増加額が32億48百万円

あったこと、たな卸資産の増加額が5億49百万円あったこと、法人税等が、当中間会計期間においては2億50百万円の支払いと

なったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、12百万円（前年同期は９百万円の獲得）となりました。 

これは主に、敷金等の回収による収入が8百万円ありましたが有形固定資産の取得が9百万円あったこと、投資有価証券の取



得が15百万円あったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、財務活動の結果獲得した資金は、18億39百万円（前年同期比17.7％減）となりました。 

これは主に、短期借入金の純増加額が21億円あったこと、配当金の支払いが2億59百万円あったことによるものであります。

  

２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品種別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入金額によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を品種別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

品種 金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体 14,796,590 104.7 

電子部品 3,632,695 119.3 

情報機器 2,435,219 92.4 

ソフトウェア 1,803,812 103.8 

合計 22,668,318 105.2 

品種 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

半導体 16,573,962 110.6 5,463,648 209.5 

電子部品 4,206,539 113.0 1,010,152 91.6 

情報機器 2,712,558 79.6 719,473 72.6 

ソフトウェア 2,014,114 110.3 149,984 81.2 

合計 25,507,174 106.5 7,343,258 150.3 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品種別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は次のとおりであります。（ ）内は総販

売実績に対する輸出高の割合であります。 

３．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

品種 金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体 15,225,228 105.9 

電子部品 4,298,698 114.2 

情報機器 2,754,552 90.1 

ソフトウェア 1,952,077 113.8 

合計 24,230,556 105.7 

輸出先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

アジア 1,480,370 97.5 1,642,509 99.1 

アメリカ 23,224 1.5 2,959 0.2 

ヨーロッパ 14,194 1.0 11,072 0.7 

その他 60 0.0 0 0.0 

合計 
1,517,849 

(6.6％)
100.0

1,656,541
(6.8％)

100.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

シャープ株式会社 6,447,070 28.1 7,301,398 30.1 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 27,300,000 

計 27,300,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 17,932,595 17,932,595
東京証券取引所市場第一
部 

－ 

計 17,932,595 17,932,595 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）1.当社は自己株式599千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.3 ％）を所有しております。 

   2.当中間期末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱及び日本マスタートラスト信託銀行㈱の信託業務の株式

数については、当社として把握することができないため記載しておりません。 

3.サスケハナ・アイルランド・リミテッド（常任代理人ホワイト＆ケース法律事務所）から、平成18年4月5日付で提出され

た大量保有報告書により同日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末時

点における所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 
～ 

平成19年９月30日 
－ 17,932,595 － 4,800,338 － 5,103,720

   平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

菱洋エレクトロ㈱ 東京都中央区築地１－12－22 6,000 33.5 

立花 篤実 東京都杉並区 413 2.3 

ユニダックス社員持株会 東京都武蔵野市境南町５－１－21 397 2.2 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 350 1.9 

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 340 1.9 

㈱みずほ銀行 
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行㈱） 

東京都千代田区内幸町１－１－５
（東京都中央区晴海１－８-12） 

332 1.9 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 300 1.7 

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 275 1.5 

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ613 
（常任代理人ドイツ証券㈱） 

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT
AM MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF 
GERMANY  
(東京都千代田区永田町２-11-１) 

264 1.5 

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人ゴールドマン・サ
ックス証券㈱） 

133 FREET STREET LONDON EC４A
２BB, U.K 
（東京都港区六本木６－10－１） 

189 1.0 

計 － 8,862 49.4 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サスケハナ・アイルランド・リ
ミテッド 

アイルランド共和国、ダブリン1、
IFSC、ジョージス・ドック・ハウス4階 

879 4.9 



4.バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及びその共同保有者から、平成18年１月16日付で提出され

た大量保有報告書により、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当

中間期末時点における所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行㈱ 

東京都渋谷区広尾１－１－39 40 0.2 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ㈱ 

東京都渋谷区広尾１－１－39 636 3.5 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ 

米国カリフォルニア州サンフランシス
コ市フリーモント・ストリート45 

338 1.9 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・コ
ート１ 

74 0.4 

バークレイズ・バンク・ピーエ
ルシー 

英国ロンドン市チャーチル・プレイス
１ 

11 0.1 

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド 

英国ロンドン市カナリーワーフ ノー
ス・コロネートド５ 

37 0.2 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)「完全議決権株式（その他）」の区分における「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております

が、「議決権の数」欄からは同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個を除いております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  599,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,284,500 34,565 － 

単元未満株式 普通株式  49,095 －
１単元（500株）未
満の株式 

発行済株式総数 17,932,595 － － 

総株主の議決権 － 34,565 － 

     平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ユニダックス株式会社 
東京都武蔵野市境南
町５－１－21 

599,000 － 599,000 3.3

計 － 599,000 － 599,000 3.3

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 640 620 625 627 585 546 

低（円） 600 591 608 567 517 506 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務

諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

  
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   
       

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   1,659,980   1,229,701 3,040,004  

２．受取手形 ※３ 1,775,511   1,394,633 1,596,279  

３．売掛金   15,867,209   18,063,424 14,613,676  

４．たな卸資産   3,241,774   3,699,059 3,149,497  

５．その他   250,005   179,954 199,053  

６．貸倒引当金   △3,528   △3,891 △3,242  

流動資産合計     22,790,952 94.0 24,562,880 94.6   22,595,269 94.1

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産 ※１        

１．建物   18,761   18,019 17,491  

２．車両運搬具   59,677   57,294 59,389  

３．工具器具備品   6,045   4,741 5,520  

有形固定資産合計   84,483   0.3 80,055 0.3 82,401   0.3

(2）無形固定資産   14,931   0.1 13,221 0.1 13,461   0.1

(3）投資その他の資産          

１．投資有価証券   806,824   761,692 782,175  

２．関係会社株式   19,385   19,385 19,385  

３．敷金・保証金   304,044   288,318 296,645  

４．その他   259,073   279,941 276,048  

５．貸倒引当金   △41,930   △42,288 △42,765  

投資その他の資産
合計 

  1,347,396   5.6 1,307,048 5.0 1,331,488   5.5

固定資産合計     1,446,812 6.0 1,400,326 5.4   1,427,350 5.9

資産合計     24,237,764 100.0 25,963,206 100.0   24,022,620 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

  
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   
       

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※３ 820,065   723,566 748,519  

２．買掛金   3,021,793   3,372,626 3,465,918  

３．短期借入金   4,400,000   5,500,000 3,400,000  

４．未払法人税等   343,848   267,381 266,051  

５．賞与引当金   188,000   194,000 189,000  

６．その他   143,683   157,919 257,439  

流動負債合計     8,917,390 36.8 10,215,493 39.4   8,326,929 34.7

Ⅱ 固定負債          

１．退職給付引当金   600,043   601,846 625,997  

２．その他   1,000   1,000 1,000  

固定負債合計     601,043 2.5 602,846 2.3   626,997 2.6

負債合計     9,518,434 39.3 10,818,340 41.7   8,953,926 37.3

           

（純資産の部）   
       

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     4,800,338 19.8 4,800,338 18.5   4,800,338 20.0

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   5,103,720   5,103,720 5,103,720  

(2）その他資本剰余
金 

  257,025   257,025 257,025  

資本剰余金合計     5,360,745 22.1 5,360,745 20.6   5,360,745 22.3

３．利益剰余金          

(1）利益準備金   175,364   175,364 175,364  

(2）その他利益剰余
金 

         

繰越利益剰余金   4,621,304   5,084,344 4,986,177  

利益剰余金合計     4,796,669 19.8 5,259,708 20.2   5,161,542 21.5

４．自己株式     △294,225 △1.2 △296,071 △1.1   △295,119 △1.2

株主資本合計     14,663,527 60.5 15,124,721 58.2   15,027,507 62.6

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    55,803 0.2 20,144 0.1   41,186 0.1

純資産合計     14,719,330 60.7 15,144,866 58.3   15,068,693 62.7

負債純資産合計     24,237,764 100.0 25,963,206 100.0   24,022,620 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,914,999 100.0 24,230,556 100.0   43,694,029 100.0

Ⅱ 売上原価     20,698,746 90.3 22,118,756 91.3   39,387,186 90.1

売上総利益     2,216,252 9.7 2,111,799 8.7   4,306,843 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,518,364 6.6 1,528,139 6.3   3,042,610 7.0

営業利益     697,887 3.1 583,660 2.4   1,264,232 2.9

Ⅳ 営業外収益          

１．為替差益   70,335   49,841 146,305  

２．その他   16,672   12,378 24,219  

営業外収益合計     87,007 0.4 62,220 0.3   170,525 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   12,123   20,593 27,856  

２．自己株式処分費用   1,713   － 1,713  

３．役員保険積立金譲
渡損 

  3,912   － 3,912  

４．その他   743   2,158 3,468  

営業外費用合計     18,493 0.1 22,752 0.1   36,951 0.1

経常利益     766,402 3.4 623,128 2.6   1,397,806 3.2

Ⅵ 特別利益     1,567 0.0 － －   4,736 0.0

Ⅶ 特別損失     127 0.0 － －   583 0.0

税引前中間(当期)
純利益 

    767,841 3.4 623,128 2.6   1,401,960 3.2

法人税、住民税及
び事業税 

  327,755   251,911 547,239  

法人税等調整額   △4,634 323,120 1.4 13,023 264,934 1.1 45,126 592,366 1.3

中間（当期）純利
益 

    444,720 2.0 358,193 1.5   809,593 1.9

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本剰
余金 

利益準備金

その他利益剰
余金 

繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 11,040 175,364 4,420,371 △828,897 13,681,936

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 （注） － － － － △243,787 － △243,787

中間純利益 － － － － 444,720 － 444,720

自己株式の取得 － － － － － △902 △902

自己株式の処分 － － 245,985 － － 535,574 781,560

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計       （千円） 

－ － 245,985 － 200,933 534,672 981,590

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 257,025 175,364 4,621,304 △294,225 14,663,527

  

評価・換算差
額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

74,754 13,756,691 

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当 （注） － △243,787 

中間純利益 － 444,720 

自己株式の取得 － △902 

自己株式の処分 － 781,560 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△18,951 △18,951 

中間会計期間中の変動額合
計       （千円） 

△18,951 962,639 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

55,803 14,719,330 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本剰
余金 

利益準備金

その他利益剰
余金 

繰越利益剰余
金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 257,025 175,364 4,986,177 △295,119 15,027,507

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当  － － － － △260,027 － △260,027

中間純利益 － － － － 358,193 － 358,193

自己株式の取得 － － － － － △952 △952

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計       （千円） 

－ － － － 98,166 △952 97,213

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 257,025 175,364 5,084,344 △296,071 15,124,721

  

評価・換算差
額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

41,186 15,068,693 

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当  － △260,027 

中間純利益 － 358,193 

自己株式の取得 － △952 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△21,041 △21,041 

中間会計期間中の変動額合
計       （千円） 

△21,041 76,172 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

20,144 15,144,866 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本剰
余金 

利益準備金

その他利益剰
余金 

繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 11,040 175,364 4,420,371 △828,897 13,681,936

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 （注） － － － － △243,787 － △243,787

当期純利益 － － － － 809,593 － 809,593

自己株式の取得 － － － － － △1,796 △1,796

自己株式の処分 － － 245,985 － － 535,574 781,560

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 245,985 － 565,806 533,778 1,345,570

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

4,800,338 5,103,720 257,025 175,364 4,986,177 △295,119 15,027,507

  

評価・換算差
額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

74,754 13,756,691 

事業年度中の変動額   

剰余金の配当 （注） － △243,787 

当期純利益 － 809,593 

自己株式の取得 － △1,796 

自己株式の処分 － 781,560 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

△33,568 △33,568 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△33,568 1,312,001 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

41,186 15,068,693 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    

前中間会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間(当期)純利益  767,841 623,128 1,401,960 

減価償却費  16,006 12,289 31,823 

貸倒引当金の増加額又は
減少額（△） 

 377 － 926 

賞与引当金の増加額又は
減少額（△） 

 15,000 － 16,000 

退職給付引当金の増加額
又は減少額（△） 

 26,594 － 52,548 

受取利息及び受取配当金  △6,715 － △8,054 

支払利息  12,123 － 27,856 

固定資産売却益  △1,439 － △4,736 

固定資産処分損  － － 583 

売上債権の増加額（△）
又は減少額 

 △2,183,015 △3,248,101 △750,568 

たな卸資産の増加額
（△）又は減少額 

 △853,515 △549,562 △761,237 

仕入債務の増加額又は減
少額（△） 

 90,850 △119,693 464,143 

その他  111,345 △85,562 209,131 

小計  △2,004,546 △3,367,500 680,376 

利息及び配当金の受取額  5,549 2,938 5,761 

利息の支払額  △13,279 △22,872 △29,151 

法人税等の支払額（△）  △433,882 △250,121 △730,038 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,446,158 △3,637,555 △73,051 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △28,086 △9,463 △43,094 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 6,835 3,929 15,806 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 － △15,000 － 

敷金・保証金の差入れに
よる支出 

 － － △5,270 

敷金・保証金の回収によ
る収入 

 15,428 8,328 35,062 

その他の投資活動に伴う
収入 

 14,906 － 14,942 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 9,083 △12,205 17,446 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増加額  1,700,000 2,100,000 700,000 

自己株式の取得による支
出 

 △902 △952 △1,796 

自己株式の処分による収
入 

 779,846 － 779,846 

配当金の支払額  △244,329 △259,589 △244,881 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,234,613 1,839,458 1,233,167 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額又は減少額（△） 

 △202,461 △1,810,303 1,177,562 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,862,442 3,040,004 1,862,442 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

 1,659,980 1,229,701 3,040,004 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 同 左 同 左 

  関連会社株式 関連会社株式 関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

同 左 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  商品 同 左 同 左 

  移動平均法による原価法     

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

定率法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  
  

建物 15～38年 

車両運搬具 ６年 

工具器具備品 ５～15年 

建物 15～38年 

車両運搬具 ６年 

工具器具備品 ５～15年 

建物 15～38年 

車両運搬具 ６年 

工具器具備品 ５～15年 

        

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法 同 左 同 左 

   なお、主な償却年数は以下の

とおりであります。 

    

  
  

ソフトウェア
（社内利用） 

５年 



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

同 左 同 左 

  (2）賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

同 左 同 左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により発生年

度の翌事業年度から損益処理し

ております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により発生

年度の翌事業年度から損益処

理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により発生年

度の翌事業年度から損益処理し

ております。 

    （追加情報）   

    平成19年４月に適格退職年

金制度を確定給付企業年金法

に基づく確定給付企業年金制

度に移行しました。当該移行

による会計処理については、

「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用

し、この変更に伴い退職給付

債務が121,977千円減少し、

同額の過去勤務債務が発生い

たしました。 

  



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同 左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同 左 同 左 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同 左 同 左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

  同 左  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

14,719,330千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は15,068,693千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

      

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

───── （中間キャッシュ・フロー計算書関係） ───── 

  前中間会計期間において区分掲記しておりま

した営業活動によるキャッシュ・フローの以下

の項目は重要性が低下したため、当中間会計期

間より営業活動のその他に含めて表示しており

ます。 

  

  
  
貸倒引当金の増加額 171千円

賞与引当金の増加額 5,000千円

退職給付引当金の減少額(△) △24,151千円

受取利息及び受取配当金 △3,401千円

支払利息 20,593千円

固定資産売却益 △752千円

固定資産処分損 245千円

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

171,096千円 172,902千円 169,630千円 

 ２ 偶発債務 ───── ───── 
  

関係会社の買掛債務に対する保証 

ユニダックス （ＨＫ） 

ＬＴＤ 

うち外貨建金額US$.44千 

  

5,233千円 

(5,233千円)

  
  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

 

※３ 中間期末満期手形 ※３ 中間期末日満期手形 ※３ 期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の中

間期末満期手形が中間会計期間末残高

に含まれております。 

中間期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間会計期間末残

高に含まれております。 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当

事業年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が当事業年度残

高に含まれております。 

  
受取手形 234,835千円

支払手形 155,289千円

  
受取手形 166,153千円

支払手形 156,497千円

受取手形 173,475千円

支払手形 175,928千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

減価償却額 減価償却額 減価償却額 
  

有形固定資産 12,386千円

無形固定資産 3,619千円

  
有形固定資産 12,049千円

無形固定資産 240千円

有形固定資産 26,733千円

無形固定資産 5,090千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,085千株は、自己株式の処分による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 17,932 － － 17,932

合計 17,932 － － 17,932

自己株式  

普通株式 
（注）１．２． 

1,680 1 1,085 596

合計 1,680 1 1,085 596

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 243,787 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 17,932 － － 17,932

合計 17,932 － － 17,932

自己株式  

普通株式 
（注）１． 

597 1 － 599

合計 597 1 － 599

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 260,027 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,085千株は、自己株式の処分による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

発行済株式  

普通株式 17,932 － － 17,932

合計 17,932 － － 17,932

自己株式  

普通株式 
（注）１．２． 

1,680 2 1,085 597

合計 1,680 2 1,085 597

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 243,787 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 260,027 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 1,659,980千円

現金及び現金同等物 1,659,980千円

  
現金及び預金勘定 1,229,701千円

現金及び現金同等物 1,229,701千円

現金及び預金勘定 3,040,004千円

現金及び現金同等物 3,040,004千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(千円) 

ソフトウ
ェア 

290,688 107,821 182,866 

工具器具
備品 

106,202 68,806 37,395 

合計 396,890 176,628 220,261 

 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(千円) 

ソフトウ
ェア 

244,785 107,091 137,694

工具器具
備品 

82,099 52,082 30,017

合計 326,885 159,173 167,712

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 

ソフトウ
ェア 

304,367 144,464 159,902 

工具器具
備品 

82,045 57,159 24,886 

合計 386,412 201,623 184,788 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 66,545千円

１年超 158,949千円

合計 225,494千円

 
１年内 53,402千円

１年超 124,863千円

合計 178,265千円

１年内 59,225千円

１年超 136,663千円

合計 195,889千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 37,873千円

減価償却費相当額 34,890千円

支払利息相当額 3,201千円

 
支払リース料 35,984千円

減価償却費相当額 32,843千円

支払利息相当額 2,594千円

支払リース料 76,848千円

減価償却費相当額 70,879千円

支払利息相当額 5,969千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同    左 同    左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同    左 同    左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

有価証券 

１．関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、当中間会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合にはすべて減損処理を

行い、下落率が30％～50％未満の銘柄については、回復すると認められる場合を除き減損処理をすることとしております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

有価証券 

１．関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、当中間会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合にはすべて減損処理を

行い、下落率が30％～50％未満の銘柄については、回復すると認められる場合を除き減損処理をすることとしております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 19,385 148,121 128,736 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 106,669 200,772 94,102 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場外国債券 600,000 

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 19,385 265,858 246,473 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 106,669 140,640 33,970 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場外国債券 600,000 



前事業年度（平成19年３月31日） 

有価証券 

１．関連会社株式で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、当期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、下落

率が30％～50％未満の銘柄については、回復すると認められる場合を除き減損処理をすることとしております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

前事業年度（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

  

  次へ 

  

前事業年度（平成19年３月31日）

貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

関連会社株式 19,385 188,702 169,317 

  

前事業年度（平成19年３月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 106,669 176,123 69,453 

合計 106,669 176,123 69,453 

  貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

非上場外国債券 600,000 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 1,697,312 1,715,141 2,652 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 2,441,575 2,425,013 1,016 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 為替予約取引 2,176,331 2,168,860 7,059



（持分法損益等） 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 
（千円） 

19,385 19,385 19,385 

持分法を適用した場合の投資の金
額（千円） 

329,693 368,799 352,192 

持分法を適用した場合の投資損益
の金額（千円） 

1,864 3,229 2,947 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 849円03銭 873円73銭 869円26銭 

１株当たり中間（当期）純
利益金額 

26円86銭 20円66銭 47円78銭 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益 
（千円） 

444,720 358,193 809,593 

普通株主に帰属しない金額 
（千円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当
期）純利益（千円） 

444,720 358,193 809,593 

期中平均株式数（株） 16,554,465 17,334,229 16,944,078 

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額 
（千円） 

14,719,330 15,144,866 － 

純資産の部の合計額から控
除する金額（千円） 

－ － － 

普通株式に係る中間期末
（期末）の純資産額 
（千円） 

14,719,330 15,144,866 － 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末（期
末）の普通株式の数（株） 

17,336,557 17,333,548 － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第36期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年９月26日関東財務局長に提出 

事業年度（第36期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成18年11月17日   

ユニダックス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 登實夫 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユ

ニダックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ユニダックス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成19年11月20日   

ユニダックス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市川 育義 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 武 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているユニダックス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ユニダックス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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